
































ASEAN+3 は，①全加盟国の参加する ASEAN+3，② ASEAN と日中韓 3 カ国それぞれとが





第二に，ASEAN を中心とした FTA 網が形成され，それまでは企業の貿易や投資による国
際的分業のネットワークの形成にとどまっていた地域統合が，国家間の公式の協力枠組みとし
て強化された。とりわけ，地域大国である中国と日本が ASEAN にアプローチし，FTA 締結
を通じて地域の主導権争いを進めた。図表 - 1 は，東アジアにおける FTA 網を示したものだが，

























































































































































































とを条件とする提案を行った。結局，これらの立場が折衷され，EAS には TAC に加盟した










な外交政策を推進した。第一に，ASEAN との FTA 締結を提起し，尻込みをする ASEAN に
対して ASEAN の主要輸出品である熱帯産品などでの関税引き下げなどの譲歩を示し，交渉
開始に持ち込んだ。第二に，2002 年，南シナ海での領有権問題の平和的解決をめざす「南シ
ナ 海 に お け る 行 動 宣 言（Declaration	on	the	Conduct	of	Parties	 in	the	South	China	Sea:	
DOC）」を締結した。第三に，2003 年に，ASEAN 域外国としては初の TAC 加盟国となった。
こうした中国の積極的かつ協調的な周辺外交は，微笑攻勢（charm	offensive）と呼ばれた。
ここで，東アジア地域主義の特徴をまとめておこう。第一の特徴は，ASEAN の中心性と一
体性の尊重である。例えば，ASEAN+3 は ASEAN が主催する会議であり，EAS の加盟要件
は TAC に署名することである。これらにより，域内平和や内政不干渉，漸進性やコンセンサ
スの重視，非公式・非拘束の制度への選好など，ASEAN の重視する理念や慣行が東アジア地
域主義の理念となった。図表 - 2 は東アジアの多国間協力枠組みをまとめたものであるが，




における日米通商政策の検討」『和歌山大学経済学会	研究年報』第 7 号，2003 年，を参照されたい。
























































































































































の変容」『和歌山大学経済学会　研究年報』第 17 号，2013 年，および，藤木剛康「オバマ政権のアジア基















7 月に TAC に加盟して EAS の参加要件を満たし，11 月にオバマが東アジア政策についての
































































































































































そして，アメリカは，2010 年から 2011 年にかけて，グローバル・コモンズ論を活用して南シ
ナ海問題を巧みに争点化し，東アジアの多国間協議の場で中国を「強硬なシーパワー」として
孤立させた。









の参加や TPP 交渉の前進もその一環とされた。第四に，軍事・外交・経済の 3 つの手段を組
み合わせて，国際的な法と規範，商業と航海の自由が尊重される地域を構築することである。























































































けた。2015 年の一般教書演説で，オバマは TPP を通じてアジア太平洋地域の通商ルールを構
築していかなければならず，さもなくば中国が閉鎖的かつ重商主義的な通商ルールを作ってし
まうだろうと述べている。ただし，TPP が発効するためにはアメリカ議会の批准が必要であ















































2014. アメリカ議会の批准反対論については，都留康子「アメリカと国連海洋法条約――“ 神話 ” は乗り越え
られるのか」『国際問題』617，2012 年，池島大策「国連海洋法条約への参加をめぐる米国の対応――米国
単独行動主義の光と影」日本国際問題研究所編『米国内政と外交における新展開』2013 年。












Infrastructure	Investment	Babk:	AIIB），RCEP や FTAAP などの経済統合構想である。まず，
一帯一路構想とは，図表 - 4 に示すように，中国から中央アジアを経てヨーロッパに至るシル
クロード経済ベルト（一帯）構想と，中国と ASEAN，南アジア，中東およびアフリカとヨー








50 カ国が参加して 2016 年 1 月に設立にこぎ着けた
23）
。さらに，中国は APEC においては












































































































Dead?”,	China Brief,	 14:15,	 July	 31,	 2014;	Michael	D.	 Swaine,	 “Chinese	Views	and	Commentary	 on	
Periphery	Diplomacy”,	China Leadership Monitor,	44,	2014
27）		　David	Cohen,	“‘Development	is	the	Key	to	Peace’:	Chinese	Leaders	Discuss	Future	of	Asia”,	China Brief,	
14:10,	 May	 23,	 2014;	 David	 Cohen,	 “A	 Clash	 of	 Security	 Concepts’:	 China’s	 Effort	 to	 Redefine	




























































































































一路は中国と途上国との垂直分業を強化する構想でしかない。図表 - 6 に示すように，2014 年














図表 - 6　アメリカと中国の新興国・途上国地域からの財別輸入規模比較（2014 年 /10 億ドル）
素材 中間財 最終財
アメリカ 中国 アメリカ 中国 アメリカ 中国
ASEAN10 	 	 4.57 	 30.15 	 47.66 140.99 	 	 84.30 	 40.11
SAFTA1） 	 	 0.77 	 	 4.63 	 26.21 	 13.65 	 	 29.63 	 	 1.98
GAFTA2） 	 70.81 104.63 	 11.92 	 31.10 	 	 	 3.76 	 	 0.30
CIS3） 	 	 1.03 	 40.33 	 24.03 	 15.25 	 	 	 1.06 	 	 1.83
途上国地域
計
179.36 323.61 259.22 248.90 	 290.36 	 52.59
中国 	 	 1.75 	 	 0.05 142.11 	 95.56 	 335.58 	 51.01
アメリカ − 	 34.66 − 	 63.88 − 	 55.79








43）		　Mireya	Solís,	 “China	flexes	 its	muscles	at	APEC	with	 the	revival	of	FTAAP”,	East Asia Forum,	23	
November	2014
31アメリカと中国の地域秩序構想





























































U.S. and Chinese Regional Orders in Asia:  
The Rise and Transformation of East Asian Regionalism
Takeyasu FUJIKI
Abstract
This paper examines the rise and transformation of East Asian regionalism since 1997. 
Today, it is forming into a bipolar system, which consists of the American order and 
Chinese order. These two orders overlap and compete with each other. The American 
order is based on multilateralism, which requires participants to follow the international 
rules set by the United States. The Chinese order is based on bilateralism, which prioritizes 
non-intervention and economic interdependence. Countries participating in the 
multilateral order need to accept American values of freedom and democracy, and have 
the ability to govern through common rules. Countries participating in the bilateral order 
do not need to accept Chinese values, nor have an advanced ability to govern. While the 
multilateral order gives participants the chance of industrial development via horizontal 
international specialization through supply chain trade, the bilateral order gives them only 
the chance of economic development via vertical international specialization through 
traditional trade. Considering these factors, developing countries in Asia will commit 
themselves to one of these two orders.
